
（第 1号様式） 

  〇〇年〇月〇日 

 

公益財団法人 台東区産業振興事業団 

 理事長 殿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人づくり支援事業人材確保助成金交付申請書 

 

 

人づくり支援事業人材確保助成金交付要綱第７条の規定にもとづき、下記のとおり申請

します。 

 

記 

 

１ 事業計画書          別紙のとおり 

２ 助成金交付申請額     200,000 円 (千円未満の端数は切捨て) 

３ 添付書類 

①  台東区内に本店（法人）・事業所（個人事業主）および営業の本拠を有する中

小企業であることがわかるもの 

②  法人においては法人税や法人事業税、個人事業主においては所得税や個人事

業所税等に未納がないことの証明書類 

③  見積書など事業に要する費用の把握ができるもの 

④  就業規則の写し 

 

 

 

 

 

申請者 

所在地 台東区〇〇-〇-〇 

事業者名 株式会社たいとう 

代表者名 代表取締役 台東 太郎  印    

代表 

取締役印 

（法人）登記簿上の台東区内の 

本店登記地 

（個人事業主）事業所所在地 

を記入してください。 

代表 

取締役印 

千円未満は切り捨てになりますので 

ご注意下さい 

助成限度額 20万円 

捨印を押印してください 

【法人】代表取締役印 

【個人事業主】代表者の実印 

【法人】役職も記入してください 

【個人事業主】役職は未記入で構

いません 



（第 1号様式 別紙） 

人づくり支援事業人材確保事業計画書 
フリガナ 

企業名 

    株式会社○○ 

フリガナ 

代表者 代表取締役 台東 太郎 

役 職・氏 名 
フ リ ガ ナ  

記入者氏名 台東 花子 

本店所在地 

    台東区○○－○－○ 

TEL 03-0000-0000 

FAX 03-0000-0000 

事業開始  創業  ○○年 ○ 月 ○ 日 

法人設立      ○○年 ○ 月 ○ 日 

e-mail 

○○○○＠○○○○.jp 

URL 

○○○○〇○○○○.jp 

連絡先所在地 

            同 上 

TEL 

FAX 

業務内容 

 革製品製造 

業種 １．製造 

   ２．卸・小売 

   ３．その他 

資本金 

 

50 万円 

従業者数 正社員    ３ 人    

     パート      人 

業界団体・組合に １．加入している → 

         ２．加入していない 

団体・組合名 

  

１．貴社の事業概要（業務の内容や取扱製品について、全般的に記入して下さい） 

  革靴の製造・ＯＥＭの実施                                             

                                               

２．事業内容 

求人予定人数 ２ 名 職 種  事務職 

対象となる項目の数字に〇を付けて必要事項を記載してください※複数可 

(1)求人広告・サイトへの情報掲載 

広告媒体名  

運営事業者  

掲載予定期間  

(2)就職説明会などへの出展 

イベント名  

主催者  

開催会場  

出展予定期間  

(3)採用ホームページ構築・改修 

委託先  

委託予定期間  

(4)採用パンフレットの作成 

作成物  

委託先  

委託予定期間  

(5)外国人の採用に係る手続関係 

委託/依頼先  

内 容  
 

該当する事業の数字に〇をつけて 

各事項について 

記載してください 

※複数可 



３．収支計画（必ず注意事項をお読みのうえ、記入してください） 

（収 入） 

科目 支出予定額（円） 内 容 

(事業団からの) 

助成金 

200,000 支出の部合計額 

 500,000円 × 1/2 ＝  200,000円 

（20万円限度、千円未満切り捨て） 

自己資金 300,000  

   

合 計 500,000  

 ・収入の科目は、「（事業団からの）助成金」「自己資金」「借入金」「その他」で区分してください。 

 

（支 出） 

科目 支出予定額（円） 内 容 

広告掲載費 300,000 求人サイトへの掲載 

印刷費 200,000 採用パンフレットの印刷 

   

   

   

合 計 500,000  

 

注意事項 

 ・申請時に計上していない経費について助成対象とはなりません。（消費税も助成対象となりません） 

 ・支出の根拠となるもの（見積り等）を提出していただきます。 

 

収支計画の金額は税抜き価格で 

記載してください 

「支出の合計」と「収入の合計」は 

一致します 


